
1 印刷物名称 ①　「受給資格者のしおり（令和7年4月版）」

②　「離職されたみなさまへ（令和7年4月版）」

2 作成数量 ①　４４，０３０部

②　５７，０００部

3 仕上がり ①　Ａ列４判

②　Ａ列４判

4 製本方法 ①、②中綴じ（ステープル）

5 ページ数 ①全４０ページ

②全１２ページ

6 印刷 ①オフセット印刷　（両面印刷）

・表紙（カラー）／１色刷り（スミ）

・目次・本文２色刷り（赤・スミ）

②カラー印刷　（両面４色刷り）

7 加工 ①有　切取りミシン加工（後半３枚分：３０～３１P、３２～３３P、３４～３５P）

8 原稿渡し

9 校正回数

※ 校正担当：千葉労働局職業安定課　雇用保険係　浦﨑（うらさき）・森内（もりうち）

10 用紙種類 ①・表紙　　 色上質紙　厚口　　

　 ・目次/本文/折込　　再生上質紙　A判３５㌔　

②・再生上質紙　A判（４４．５㌔）　

11 納品期限 令和７年３月１４日（金）厳守

※納品期限は上記のとおりだが、可能なかぎり早急に納品すること。

12 納品先 別紙納品先一覧による

仕様書

　・表紙　４ページ　/・目次　１ページ　　/・本文　３５ページ

※グリーン購入法に適合していること。再生紙が入手困難な場合は、他紙でも可だがグリーン
  購入法に適合していること。
　ただしグリーン購入法に適合した用紙を納入することが困難な場合には、
　担当官の了解を得た場合に限り、代替品の納入を認める。

・校正回数は２回以上とし、印刷前に必ず別紙「校正確認書」に必要事項を記載の上、下記校正担
当者から最終確認を受けること。なお、校正の過程においてレイアウト等の変更があることに留意す
ること。

・デジタル原稿有。紙原稿(前回作成分から訂正を加えたもの及び一部原稿）で提供。



13 特記事項

14 再委託

・

・

・

・

・

15 その他

業務実施にあたり、その全部を一括して再委託してはならない（受託者の子会社（会社法第2
乗第3項に規定する子会社）を含む。）

・必要に応じ提供する原稿・データをもとに新規に作成のこと。提供の紙原稿・ＰＤＦデータを活用も
しくはスキャニングしての作成で、文字等のつぶれや文字バランスが整っていない場合、再作成と
なるので十分注意すること。

・納品日確定後、受注者は別紙送付票（納品通知書）により納品日の連絡を行うこと。

・受注者の過失により納品期限に遅れた場合及び契約を解除した場合は、遅滞料と別に違約金と
して契約金額の100分の10に相当する金額を納入すること。

再委託又は履行体制について変更をするときは、あらかじめ別紙「再委託に係る変更承認申
請書」または別紙「履行体制図変更届出書｝を提出し承認を得ること。

再委託を行う場合は、その最終的な責任は契約業者が負うこと。

・遅滞料は、その期限の翌日より起算し、遅滞一日ごとに未納入分の年３％の割合で計算した金額
とする。

・前回作成見本及び紙原稿について、総務課会計係入口カウンターにおいて閲覧可（持出し不
可）。なお見積に際し、特定ページのコピーが必要な場合、会計２係まで申し出ること。必要と認め
た個所については、コピー手交可とする。

・前回作成完成データ（ＰＤＦ）、一部原稿データ（Word、Excel）について、契約者へのデータ提供
可。
　ただし、昨年度完成品から修正箇所があることに留意すること。
　なお、紙原稿及び完成データについては用済み後返却のこと。

・本冊子全体のフォント、レイアウト等についてバランスを整えること。特に、記載例や様式等、また
内容に一部訂正箇所がある場合、頁全体の文字のバランスを整えること。前回作成分を参考に本
文にノンブルを振ること。

・契約後直ちに、校正担当者と表紙紙色・刷色・フォント・レイアウト等仕様の詳細について打ち合
わせを行うこと。

・委託内容を再委託する場合、次の取り扱いとする。

・請求書の宛先は「官署支出官　千葉労働局長」とし、適正な紙の請求書を受理した日から起算し
て３０日以内に支払うものとする。

業務の一部について再委託する場合には、受託者はあらかじめ再委託先の相手方の名称及
び所在地、再委託する業務の範囲、再委託の必要性及び契約金額について、別紙「再委託
承認申請書」を作成し、千葉労働局総務課会計第二係へ申請し、承認を得ること。但し、再委
託額が50万円未満の場合はこの限りではない。

・本仕様に定めのない事項については、校正の過程において指示するのでこれに従うこと。

・イラスト（キャラクターを含む）や写真等の著作物を使用する場合、事前に著作物の権利について
確認を行い、関係者に必要な承諾を得ること。

・納品時間は上記時間帯を厳守すること。過去、納品時間が上記時間を過ぎた時間であったた
め、受領する者がおらず、翌日再配達となったことがある。余裕のある工程を確保すること。

・納入期限内に物品等を納入し難い場合には、その事由を記して期限内に納入延期申し出をする
事ができる。この場合においては、契約金額から遅滞料を差し引くこととする。ただし、契約担当官
等が納入遅滞について正当な事由があると認めたときは、遅滞料を免除することができる。

・受注者は、請求書提出時に完成品２部と併せ編集可能なデータ（イラストレーター又はインデザ
イン等、アウトライン有版・無版）及び印刷用PDFデータ（PDF/X-1a又はPDF/X-4に準拠したも
の。解像度350dpi以上とし文字を埋め込みのこと。）を提出すること。なお、提出データに「件名」
「納品日」「業者名」「提出データ種類」「サイズ（解像度）」を表示すること。

「離職されたみなさまへ（令和7年4月版）」はデータ配信用として使用するためPDFデータ（３MB
以内で、文字情報が検索できるもの）を別途作成し提出すること。なお、提出データに「件名」「納
品日」「業者名」「提出データ種類」「サイズ（MB)]を表示すること。

・受注者は契約後、直ちに工程表を提出し、担当と仕様の詳細について打ち合わせを行うこと。

・納品時間については、平日９：００から１７：００（１２：００から１３：００を除く）までとする。

再委託先からさらに第三者に委託が行われる場合は、履行体制を把握するために、当該第三
者の名称及び所在地、委託をする業務の範囲等を記載した別紙「履行体制図」を提出するこ
と。



16 契約担当者

Mail：kanda-tokiwa.0o4@mhlw.go.jp

千葉労働局総務部総務課会計第2係　神田

千葉市中央区中央４－１１－１　千葉第二地方合同庁舎二階

TEL：０４３－２２１－４３１１



別紙

① ②

千葉公共職業安定所 千葉市美浜区幸町1-1-3 6,500 14,000 庶務課長 043-242-1181 043-242-1162

市川公共職業安定所 市川市南八幡5-11-21 6,000 5,500 庶務課長 047-370-8609 047-370-0017

銚子公共職業安定所
銚子市中央町8-16
銚子労働総合庁舎1階

1,200 1,700 庶務課長 0479-22-7406 0479-22-4620

館山公共職業安定所 館山市八幡815-2 800 1,000 管理課長 0470-22-2236 0470-22-2241

木更津公共職業安定所
木更津市富士見１-２-１
スパークルシティ木更津ビル５階

2,500 5,000 庶務課長 0438-25-8609 0438-25-8601

佐原公共職業安定所 香取市北1-3-2 600 550 管理課長 0478-55-1132 0478-55-1262

茂原公共職業安定所
茂原市高師台1-5-1
茂原地方合同庁舎1階

1,000 1,400 管理課長 0475-25-8609 0475-22-3794

茂原公共職業安定所いすみ出張所 いすみ市大原8000-1 400 600 所長 0470-62-3551 0470-63-1297

松戸公共職業安定所
松戸市松戸1307-1
松戸ビル3階

9,500 1,000 庶務課長 047-367-8609 047-703-1770

松戸公共職業安定所野田出張所 野田市みずき2-6-1 1,500 1,800 所長 04-7124-4181 04-7122-9054

船橋公共職業安定所第1庁舎 船橋市湊町2-10-17 0 13,400 庶務課長 047-431-8287 047-431-7766

船橋公共職業安定所第2庁舎
船橋市本町2-1-1
船橋スクエア21ビル4階

7,000 0 雇用保険給付課長 047-420-8609 047-420-2251

成田公共職業安定所（からべ庁舎） 成田市加良部３－４－２ 0 5,000 庶務課長 0476-27-8609 0476-27-1532

成田公共職業安定所（駅前庁舎）
成田市花崎町828-11
スカイタウン成田3階

3,000 0 雇用保険課長 0476-89-1700 0476-22-2625

千葉南公共職業安定所
千葉市中央区南町2-16-3
海気館蘇我駅前ビル3階

4,000 6,000 庶務課長 043-300-8609 043-300-8619

千葉労働局職業安定部職業安定課
千葉市中央区中央4-11-1
千葉第二地方合同庁舎４階

30 50
職業安定課
雇用保険係

043-221-4082 043-202-5140

合　　　計 44,030 57,000

※各所における納品場所については、納品先担当者の指示する場所まで運ぶこと。

※契約業者は必ず納品日が確定した時点で、事前に納品先へ別添「納品通知書」を送付すること。

※電話を掛けた際「番号と♯を押して下さい」との案内が流れた場合は、「51♯」を押してください。

納品先所在地及び各納品部数

納品部数

①「受給資格者のしおり」、②「離職されたみなさまへ」納品先一覧

納品先担当者

名称 所在地 担当者 電話番号 FAX番号



別紙 

担当者 殿

※

送付者
住所
名称

電話
FAX

下記について、校正が完了いたしました。

記

校正最終確認日

令和　　年　　月　　日

千葉労働局

確認者

　

受注者は※に必要事項を記載し、校正担当者より署名を受けた上、
千葉労働局総務課会計第二係あてに持参あるいは送付すること。

職業安定課

校　正　確　認　書

千葉労働局　総務課

件　　　　　名

「受給資格者のしおり（令和７年4月版）」ほか1種の印刷・製本



別紙 
送付票

庶務担当課長　殿
出張所長　　　　殿 ※

送信者
住所
名称

電話
FAX

下記のとおり納品いたしますので、納品時確認願います。

記
※

※は、受注者が記載すること。

出張所

納 品 通 知 書

「離職されたみなさまへ（令和7年4月版）」

「受給資格者のしおり（令和7年4月版）」

公共職業安定所　

納品予定日

件名：「受給資格者のしおり（令和7年4月版）」ほか1種の印刷・製本

納品品目 納品部数

※千葉労働局安定部職業安定課



 
別紙 

令和  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 千葉労働局総務部長 殿 

 

 

                        所在地： 

                        名 称： 

                        代表者氏名：          

 

 

再 委 託 承 認 申 請 書 

 

 標記について、下記のとおり申請いたします。 

 

記 

 

件 名                        

 

  １ 再委託業者名称    ： 

  ２ 再委託業者所在地   ： 

  ３ 再委託の業務範囲   ： 

  ４ 再委託金額      ： 

  ５ 再委託を行う合理的理由： 

  ６ その他必要と認められる事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

令和  年  月  日 

支出負担行為担当官 

千葉労働局総務部長 殿 

 

 

所在地： 

                        名 称： 

                        代表者氏名：          

 

 

 

再委託に係る変更承認申請書 

 

 

標記について、下記のとおり申請します。 

 

 

記 
 
 
１．変更前の事業者及び変更後の事業者の商号又は名称及び住所 
 
２．変更後の事業者の業務の範囲 
 
３．変更する理由 
 
４．変更後の事業者が、委託される業務を履行する能力 
 
５．契約金額 
 
６．その他必要と認められる事項 

  



別紙 

令和  年  月  日 

 

 

 支出負担行為担当官 

 千葉労働局総務部長 殿 

 

 

                        所在地： 

                        名 称： 

                        代表者氏名：          

 

 

履行体制図 

 

 標記について、履行体制について下記のとおり提出いたします。 

 

記 

 

件 名                      

 

 事業者名称 所在地 契約金額 業務の範囲 

Ａ     

Ｂ     

Ｃ     

Ｄ     

 

 

委託者  事業者Ａ  事業者Ｂ 

 

 

事業者Ｃ  事業者Ｄ 

 

 



                                                                          別紙  

                令和  年  月  日 

 

 

支出負担行為担当官 

千葉労働局総務部長 殿 

 

 

                                                所在地： 

                        名 称： 

                        代表者氏名：          

 

 

 

履行体制図変更届出書 

 

 

  標記について、履行体制の変更について下記のとおり届け出します。 

 

 

記 

 

 

１．契約件名 

 

２．変更の内容 

 

３．変更後の体制図 

 

   

委託者  事業者Ａ  事業者Ｂ 

 

 

事業者Ｃ  事業者Ｄ 

 

 


